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回次
第104期

中間連結会計期間
第105期

中間連結会計期間
第104期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

売上高 （百万円） 16,581 19,932 37,391

経常利益 （百万円） 1,963 2,389 4,738

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 1,506 1,273 3,432

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 1,615 1,497 4,114

純資産額 （百万円） 31,670 35,258 33,965

総資産額 （百万円） 46,323 50,303 49,811

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 221.09 186.95 503.77

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 68.4 70.1 68.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △581 2,226 3,331

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 437 850 2,334

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △185 △248 △434

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 15,340 23,731 20,901

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に、個人消費が緩やかに回復しまし

た。一方で、国内政局の不安定化による景気影響に加え、ウクライナ情勢の長期化や中東地域の緊張の高まりに

伴う原材料・エネルギー価格の高止まり、さらに米国の関税政策に起因する世界経済の不確実性など、先行きに

は依然として不透明感が残る状況となっております。

　このような状況のもと、当社グループの各セグメントの概況は以下のとおりであります。

（情報・印刷・産業システム機材）

　情報・産業システム機材は、スキャナーなどの電子化機器や業務用ろ過フィルターの販売が増加したほか、工

業用検査機材も点検業務需要を取り込み堅調に推移しました。

　８月より販売を開始したＬＴＯテープにつきましても、順調な立ち上がりを示しております。

　一方、文書のデジタル化事業は官公庁・自治体からの受注が伸び悩みました。

　印刷システム機材は、印刷材料の販売が低調に推移したほか、機器の販売も需要低迷の影響を受けて伸び悩み

ました。

（金融汎用・選挙システム機材）

　金融汎用システム機材は、金融機関向けに貨幣処理機器の販売が堅調に推移しましたが、セキュリティ機器の

販売は商談遅延の影響を受け、低調に推移しました。

　選挙システム機材は、東京都議会議員選挙や参議院議員選挙向けに、投票用紙交付機や投票用紙読取分類機な

どの選挙機器の販売が伸長しました。併せて、投開票管理システムの販売やサポート業務も堅調に推移しまし

た。

（紙・紙加工品）

　紙・紙加工品は、医薬品や化粧品向け紙器用板紙などの販売は堅調に推移しましたが、印刷用紙や情報用紙の

販売は、需要減少の影響を受けて落ち込みました。

（不動産賃貸・リース事業等）

　不動産賃貸業、リース事業等は堅調に推移しました。

　この結果、当中間連結会計期間の連結業績は、売上高199億32百万円（前年同期比20.2％増）、営業利益23億59

百万円（前年同期比288.2％増）、経常利益は23億89百万円（前年同期比21.7％増）となりましたが、連結子会社

において減損損失２億13百万円を計上したため、親会社株主に帰属する中間純利益は12億73百万円（前年同期比

15.4％減）となりました。
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②財政状態

（流動資産）

　当中間連結会計期間末の流動資産の残高は348億97百万円となり、前連結会計年度末より54百万円増加いたしま

した。

　増加の主な要因は、現金及び預金の増加（15億30百万円）及び棚卸資産の増加（１億１百万円）、減少の主な

要因は、売上債権の減少（15億64百万円）であります。

（固定資産）

　当中間連結会計期間末の固定資産の残高は154億６百万円となり、前連結会計年度末より４億38百万円増加いた

しました。

　増加の主な要因は、ソフトウェア及びソフトウェア仮勘定の増加（１億34百万円）及び株価の上昇に伴う投資

有価証券の増加（３億37百万円）であります。

（流動負債）

　当中間連結会計期間末の流動負債の残高は119億46百万円となり、前連結会計年度末より８億72百万円減少いた

しました。

　減少の主な要因は、仕入債務の減少（４億96百万円）、未払法人税等の減少（２億54百万円）及び流動負債の

「その他」の減少（３億61百万円）、増加の主な要因は、資産除去債務の増加（２億43百万円）であります。

（固定負債）

　当中間連結会計期間末の固定負債の残高は30億98百万円となり、前連結会計年度末より72百万円増加いたしま

した。

　増加の主な要因は、固定負債の「その他」の増加（60百万円）であります。

（純資産）

　当中間連結会計期間末の純資産の残高は352億58百万円となり、前連結会計年度末より12億92百万円増加いたし

ました。

　増加の要因は、親会社株主に帰属する中間純利益（12億73百万円）及びその他有価証券評価差額金の増加（２

億38百万円）、減少の要因は、剰余金の配当（２億４百万円）及び退職給付に係る調整累計額の減少（15百万

円）であります。

　この結果、自己資本比率は70.1％（前連結会計年度末は68.2％）となりました。
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③キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前連結会計年度末

に比べ28億30百万円増加し、237億31百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は22億26百万円となりました。(前年同期は５億81百万円の資金使用）

これは、税金等調整前中間純利益21億72百万円、減価償却費２億７百万円、売上債権の減少15億64百万円、減損

損失２億13百万円等の収入要因がありましたが、仕入債務の減少４億97百万円、その他流動負債の減少３億69百

万円、法人税等の支払額10億59百万円等の支出要因により相殺されたことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は８億50百万円となりました。(前年同期は４億37百万円の資金獲得)

これは、定期預金の払戻による収入13億円等の収入要因がありましたが、有形固定資産の取得による支出２億52

百万円、無形固定資産の取得による支出２億４百万円等の支出要因により相殺されたものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は２億48百万円となりました。(前年同期は１億85百万円の資金使用)

これは、リース債務の返済による支出43百万円及び配当金の支払２億４百万円等の支出要因によるものでありま

す。

(2)経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

(3)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事実上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

(4)研究開発活動

　当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は１億15百万円となっております。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,920,000

計 28,920,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,950,000 7,950,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 7,950,000 7,950,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
　（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2025年４月１日

～

2025年９月30日

－ 7,950,000 － 1,208 － 2,005

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

上毛実業株式会社 東京都文京区本駒込2-27-18 1,388 20.37

ショウリン商事株式会社 東京都杉並区上荻2-6-17 897 13.16

ムサシ社員持株会 東京都中央区銀座8-20-36 313 4.60

ムサシ互助会 東京都中央区銀座8-20-36 299 4.38

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海1-8-12 240 3.52

小林　厚一 東京都杉並区 237 3.48

内藤　征吾 東京都中央区 236 3.46

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 160 2.34

EUROPEAN DEPOSITARY BANK 

SA-DUBLIN - BUTTERMERE 

DEEP VALUE FUND LIMITED

 (常任代理人 シティバンク、

エヌ・エイ東京支店)

2ND FLOOR, BLOCK 5, IRISH LIFE 

CENTRE, ABBEY ST LOWER, DUBLIN 1, 

IRELAND

（東京都新宿区新宿6-27-30）

155 2.27

羽鳥　雅孝 東京都文京区 137 2.01

計 － 4,065 59.66

（５）【大株主の状況】
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2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,135,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,811,300 68,113 －

単元未満株式 普通株式 3,000 － －

発行済株式総数 7,950,000 － －

総株主の議決権 － 68,113 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ムサシ
東京都中央区銀座八丁目

20番36号
1,135,700 － 1,135,700 14.28

計 － 1,135,700 － 1,135,700 14.28

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、Mooreみらい監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,291 23,821

受取手形、売掛金及び契約資産 7,244 5,571

電子記録債権 1,789 1,897

商品及び製品 2,002 2,219

仕掛品 103 68

原材料及び貯蔵品 1,111 1,030

その他 316 298

貸倒引当金 △16 △11

流動資産合計 34,843 34,897

固定資産

有形固定資産 3,767 3,801

無形固定資産 204 339

投資その他の資産 ※ 10,995 ※ 11,265

固定資産合計 14,967 15,406

資産合計 49,811 50,303

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,496 3,883

電子記録債務 1,875 1,992

短期借入金 3,516 3,516

未払法人税等 1,111 856

賞与引当金 396 392

資産除去債務 － 243

その他 1,422 1,061

流動負債合計 12,819 11,946

固定負債

退職給付に係る負債 211 216

役員退職慰労引当金 1,069 1,077

その他 1,744 1,804

固定負債合計 3,025 3,098

負債合計 15,845 15,044

純資産の部

株主資本

資本金 1,208 1,208

資本剰余金 2,005 2,005

利益剰余金 30,434 31,503

自己株式 △1,854 △1,854

株主資本合計 31,793 32,862

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,703 1,942

退職給付に係る調整累計額 468 453

その他の包括利益累計額合計 2,172 2,396

純資産合計 33,965 35,258

負債純資産合計 49,811 50,303

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

売上高 16,581 19,932

売上原価 12,502 14,050

売上総利益 4,078 5,882

販売費及び一般管理費 ※ 3,470 ※ 3,523

営業利益 607 2,359

営業外収益

受取利息 15 32

受取配当金 33 47

持分法による投資利益 1,304 －

貸倒引当金戻入額 0 0

その他 31 25

営業外収益合計 1,384 106

営業外費用

支払利息 21 28

持分法による投資損失 － 44

投資事業組合運用損 5 2

その他 2 0

営業外費用合計 28 75

経常利益 1,963 2,389

特別利益

投資有価証券売却益 － 3

特別利益合計 － 3

特別損失

固定資産除却損 － 7

減損損失 － 213

特別損失合計 － 220

税金等調整前中間純利益 1,963 2,172

法人税、住民税及び事業税 292 806

法人税等調整額 164 91

法人税等合計 456 898

中間純利益 1,506 1,273

親会社株主に帰属する中間純利益 1,506 1,273

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

中間純利益 1,506 1,273

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 133 238

退職給付に係る調整額 △24 △15

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

その他の包括利益合計 108 223

中間包括利益 1,615 1,497

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 1,615 1,497

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 1,963 2,172

減価償却費 193 207

のれん償却額 1 －

固定資産除却損 － 7

減損損失 － 213

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △4

賞与引当金の増減額（△は減少） △9 △3

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 5 4

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △48 △33

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 38 7

受取利息及び受取配当金 △48 △80

支払利息 21 28

為替差損益（△は益） 1 △1

持分法による投資損益（△は益） △1,304 44

投資事業組合運用損益（△は益） 5 2

売上債権の増減額（△は増加） △296 1,564

棚卸資産の増減額（△は増加） △685 △101

その他の流動資産の増減額（△は増加） 86 39

仕入債務の増減額（△は減少） △274 △497

投資有価証券売却損益（△は益） － △3

未払金の増減額（△は減少） △93 54

その他の流動負債の増減額（△は減少） △114 △369

その他 △33 △15

小計 △596 3,235

利息及び配当金の受取額 48 78

利息の支払額 △22 △28

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △11 △1,059

営業活動によるキャッシュ・フロー △581 2,226

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,300 －

定期預金の払戻による収入 900 1,300

有形固定資産の取得による支出 △133 △252

有形固定資産の売却による収入 5 0

無形固定資産の取得による支出 △10 △204

投資有価証券の取得による支出 △7 △10

投資有価証券の売却による収入 2 17

貸付金の回収による収入 3,000 －

その他 △18 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 437 850

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △42 △43

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △142 △204

財務活動によるキャッシュ・フロー △185 △248

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △330 2,830

現金及び現金同等物の期首残高 15,670 20,901

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 15,340 ※ 23,731

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

投資その他の資産 40百万円 40百万円

【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　前中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

　　至  2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2025年４月１日

　　至  2025年９月30日）

給料 986百万円 1,083百万円

役員報酬 293 277

退職給付費用 27 48

賞与引当金繰入額 316 339

役員退職慰労引当金繰入額 42 45

（中間連結損益計算書関係）

※　  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  2025年４月１日

至  2025年９月30日）

現金及び預金勘定 18,730百万円 23,821百万円

預入期間が４か月を超える定期預金 △3,390 △90

現金及び現金同等物 15,340 23,731

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※    現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 143 21 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月12日

取締役会
普通株式 204 30 2024年９月30日 2024年12月10日 利益剰余金

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 204 30 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月11日

取締役会
普通株式 190 28 2025年９月30日 2025年12月10日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

(1)　配当金支払額

(2)　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後とな

るもの

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

(1)　配当金支払額

(2)　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後とな

るもの
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(単位：百万円）

報告セグメント

調整額
(注)１

中間連結
損益計算書

計上額
(注)２

情報・印刷・
産業システム
機材

金融汎用・選
挙システム機
材

紙・紙加工品
不動産賃貸・
リース事業等

合計

売上高

一時点で移転される財又はサ

ービス
8,515 2,892 4,502 － 15,910 － 15,910

一定の期間にわたり移転され

る財又はサービス
370 151 － － 522 － 522

顧客との契約から生じる収益 8,886 3,044 4,502 － 16,432 － 16,432

その他の収益 － － － 148 148 － 148

外部顧客への売上高 8,886 3,044 4,502 148 16,581 － 16,581

セグメント間の内部売上高

又は振替高
12 － － 152 165 △165 －

計 8,899 3,044 4,502 301 16,746 △165 16,581

セグメント利益 148 257 95 105 606 1 607

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　　（注）１．　セグメント間取引消去であります。

２．　セグメント利益の金額の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(単位：百万円）

報告セグメント

調整額
(注)１

中間連結
損益計算書

計上額
(注)２

情報・印刷・
産業システム
機材

金融汎用・選
挙システム機
材

紙・紙加工品
不動産賃貸・
リース事業等

合計

売上高

一時点で移転される財又はサ

ービス
8,080 6,885 4,228 － 19,195 － 19,195

一定の期間にわたり移転され

る財又はサービス
411 174 － － 585 － 585

顧客との契約から生じる収益 8,491 7,060 4,228 － 19,780 － 19,780

その他の収益 － － － 151 151 － 151

外部顧客への売上高 8,491 7,060 4,228 151 19,932 － 19,932

セグメント間の内部売上高

又は振替高
13 0 － 174 188 △188 －

計 8,505 7,060 4,228 326 20,121 △188 19,932

セグメント利益又は損失

（△）
△57 2,247 59 109 2,358 1 2,359

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　　（注）１．　セグメント間取引消去であります。

２．　セグメント利益又は損失の金額の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行ってお

ります。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「情報・印刷・産業システム機材」セグメントにおいて、213百万円の減損損失を計上しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 221円9銭 186円95銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 1,506 1,273

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
1,506 1,273

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,814 6,814

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）  潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

2025年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・190百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・28円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・2025年12月10日

（注）2025年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年11月12日

株式会社ムサシ

取締役会　御中

Mooreみらい監査法人

東京都千代田区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 高岡　宏成

指定社員
業務執行社員

公認会計士 浅井　清澄

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ムサシ

の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

  当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ムサシ及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の



　（注）　１．上記は期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・  中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・  中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役小野貢市は、当社の第105期中（自2025年４月１日　至2025年９月30日）の半期報告書の記載内容

が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


